
為替週間展望＝ドル円は１０８円台を中心に一進一退の動きか

　　　　　　　　　　［１１月２５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    11 月 18 日～ 11 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  108.80   109.07(18)    108.28(21)    108.62   -0.18

ユーロ・ドル  1.1052   1.1097(21)    1.1048(18)    1.1068   +0.0017

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    23,112.88     -190.44     日本10年債利回り  -0.079   -0.011

ダウ平均株価    27,766.29     -238.60     米10年債利回り     1.772   -0.059

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２５日　独１１月ｉｆｏ景況感指数

　　　　カナダ９月卸売売上高

２６日　ＮＺ第３四半期小売売上高

　　　　米９月住宅価格指数、米９月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米１０月新築住宅販売件数、米１１月消費者信頼感指数　

２７日　ＮＺ１０月貿易収支　

　　　　米ＭＢＡ住宅ローン申請件数

　　　　米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）改定値

　　　　米１０月耐久財受注、米新規失業保険申請件数

　　　　米１１月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１０月個人所得・支出

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

２８日　日本１０月小売業販売額

　　　　スイス第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　独１１月消費者物価指数

　　　　カナダ第３四半期経常収支

２９日　日本１０月雇用統計、日本１０月有効求人倍率

　　　　日本１０月鉱工業生産指数

　　　　スイス１１月ＫＯＦ先行指数

　　　　独１１月雇用統計

　　　　ユーロ圏１１月消費者物価指数速報値、ユーロ圏１０月雇用統計

　　　　カナダ第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　カナダ１０月鉱工業製品価格

３０日　中国１１月製造業購買担当景気指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】香港の政情不安が懸念材料となるものの、最大の注目ポイントは米

中貿易協議の行方になるとした。ドル円は売られても１０８円を大きく割り込むような

下げは見込みにくく、１０８～１０９円台でのもみ合いが継続するとした。

　　　　

【米下院で香港人権法案を可決】

　これまでと同様に世界の株価や為替市場は米中貿易協議に関する報道に左右されやす

くなっている。２０日の米国株は下落した。米中貿易協議の第１段階の年内合意は難し

いとの報道を受けて、ＮＹダウは一時２５８ドル安まで売りが広がり、１１２ドル安で

引けた。１９日に米上院が香港人権法案を全会一致で可決しており、中国側の反発も警

戒されている。上院で可決した後、中国外務省は法案が成立した場合は報復すると警告
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している。

　　

　その後、香港人権法案が２１日の東京市場の朝方に米下院でも可決した。トランプ米

大統領も署名すると見込まれて成立する可能性が高まった。米中の対立が警戒されて、

２１日の東京時間の午前中にＮＹダウ先物は一時１４６ドル安まで下落するとともに、

日経平均は４２１円安まで売られて、ドル円は１０８．２８近辺までドル安円高が進行

した。

　　

　その後、中国の劉鶴副首相が「第１段階の合意に慎重ながらも楽観的」と発言したこ

とを受けて、ＮＹダウ先物、日経平均ともに下げ渋りに転じて、ドル円も１０８円台半

ばまで戻した。２１日の米国市場ではＮＹダウはもみ合いが続いて５４ドル安、ドル円

は１０８円台半ばで引けた。

　　

　２１日に米ウォール・ストリート・ジャーナル紙が、中国の劉鶴副首相がさらに協議

を行うためにライトハイザー米通商代表部（ＵＳＴＲ）代表とムニューシン米財務長官

を中国へ招いたとの報道を受けて２２日の日経平均やドル円は堅調な動きを見せるな

ど、米中関連の報道に左右されている。

　　

　なお、日本時間の２１日午前４時に米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨（１

０月２９－３０日開催分）が公表された。１０月のＦＯＭＣでは７月、９月に引き続

き、３会合連続で利下げを決定した。参加者は今回の利下げ以降、当面の利下げを見送

ることで一致していた。議事要旨では、「参加者の多くが下振れリスクは高まったと認

識」「低インフレが利下げを正当化」「一部はインフレ期待の更なる低下を懸念」「金

融政策は見通しの再評価で変更の可能性」などと明らかになった。ただ、米中対立への

警戒感から市場への影響は限定的だった。

　　

　ドル円は米上下院での香港人権法案の可決に対する中国の反発や米中貿易協議の動向

に左右される展開が継続すると見込まれる。２１日の東京午前のドル円は下げても１０

８円台前半で下げ渋りを見せており、円高進行も限定的となっている。ドル円は米中関

連の報道に左右されつつも、大きな崩れは見込みにくく、１０８円を大きく割り込むこ

とはないとみられる。このため、ドル円は１０８円台を中心に一進一退の動きが続くこ

ととなりそうだ。ドル円の目先の予想レンジは、１０７．８０～１０９．５０円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２６日に米９月住宅価格指数、米９月Ｓ

＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１０月新築住宅販売件数、米１１月消費者信頼感指

数、２７日に米ＭＢＡ住宅ローン申請件数、米第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）改定

値、米１０月耐久財受注、米新規失業保険申請件数

米１１月シカゴ購買部協会景気指数、米１０月個人所得・支出、米地区連銀経済報告

（ベージュブック）、２８日に日本１０月小売業販売額、２９日に日本１０月雇用統

計、日本１０月有効求人倍率、日本１０月鉱工業生産指数などがある。

　　

【ユーロドルは１．１１００ドル手前で足踏み】

　米中貿易協議関連の報道で先行き不透明感が広がったこともあり、米１０年物国債利

回りは１１日には１．９２％台だったものが、２１日には１．７３％前後まで低下して

いる。ドルが上値の重い動きとなる中、ユーロドルは１．１１００ドル手前まで上昇し

た。ただ、１．１１００ドルの節目の手前では足踏みを見せている。仮に同節目を超え

てきても、ユーロ圏の景気の先行き不透明感は根強く、大きく上昇するのは難しいとみ

られる。

　　

　ユーロドルは上げ一服となっており、今後も米中関連の報道に左右されやすい展開と

なりそうだ。そうした中、１．１１００ドルの手間を中心とするもみ合いが見込まれ

る。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．１０００～１．１１５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２５日に独１１月ＩＦＯ景況感指数、カナ

ダ９月卸売売上高、２６日にＮＺ第３四半期小売売上高、２７日にＮＺ１０月貿易収

支、２８日にスイス第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）、独１１月消費者物価指数、カナ

ダ第３四半期経常収支、２９日にスイス１１月ＫＯＦ先行指数、独１１月雇用統計、



ユーロ圏１１月消費者物価指数速報値、ユーロ圏１０月雇用統計、カナダ第３四半期国

内総生産（ＧＤＰ）、カナダ１０月鉱工業製品価格、３０日中国１１月製造業購買担当

景気指数などがある。
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